
1 
 

 

2018年 11月８日 

各  位 

会 社 名  株式会社 東芝 

東京都港区芝浦１－１－１ 

代表者名   代表執行役会長 CEO 車谷 暢昭 

       (コード番号：6502 東、名) 

問合せ先   執行役常務 長谷川 直人 

Tel 03-3457-2100 

 

構造改革に伴う早期退職優遇制度の実施について 

 

当社は、本日付「全社変革計画「東芝 Next プラン」の公表について」にてお知らせしてお

ります基礎的な収益力の強化に向けた構造改革の一環として、国内における当社及び一部の

当社子会社にて早期退職優遇制度を活用することといたしましたので、下記のとおりお知ら

せします。 

 

記 

 

１．早期退職優遇制度実施の背景 

当社は、本日付「全社変革計画「東芝 Next プラン」の公表について」にて、基礎的な収益

力を強化する施策と成長に向けた投資についてお知らせしております。基礎的な収益力を強

化する施策として４つの改革を進めることとし、構造改革として、非注力事業からの撤退、

人員適正化、生産拠点及び子会社の再編を推し進めます。調達改革では原価率の低減に向け

た各種施策を実行します。営業改革では、営業活動の効率化、営業体制の強化、プロジェク

ト受注時における審査の拡充を実施します。プロセス改革として、IT基盤を整備するための

投資を行い、グループ全体で業務を効率化して生産性の改善を図ります。成長に向けた施策

としては、今後５年間で約 8,100 億円の設備投資と、約 9,300 億円の研究開発投資を計画し

ています。これらの投資により利益を拡大し将来キャッシュフローの創出を図るとともに、

新規事業も育成します。 

これまで、当社は、2018年６月に売上高１兆２千億円規模（2017 年度）のメモリ事業を譲

渡し、また、先月には、映像事業に続き、売上高約 1,700 億円規模（2017年度）のパソコン

事業の譲渡も完了するなど、グループ全体の事業内容・規模が大きく変化してきました。 

こうした状況も踏まえ、今般、当社は、「東芝 Next プラン」実現に向けた構造改革の一環

として、国内における当社及び一部の当社子会社において早期退職優遇制度を活用すること

としました。当社においては、東芝グループ全体の売上高の減少並びに事業規模の縮小、及
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び事業構成の変化に対応するとともに、売上規模に見合う適正な人員体制構築に取り組むた

め、また、当社子会社の東芝エネルギーシステムズ株式会社（以下、ESS）においては、脱炭

素の潮流下、石炭火力発電の新設縮小に伴う火力発電におけるサービス事業強化及び再生可

能エネルギー関連事業へのシフト等を推し進める中で、傘下子会社の一部を含め適正な人員

体制を構築するために同制度を活用いたします。加えて、東芝デジタルソリューションズ株

式会社（以下、TDSL）においては、高収益ビジネスへの集中、リカーリング型モデルへの転

換を進める中、売上増加に依存せずに利益を創出するコスト構造を実現するため、スタッフ

部門を中心に同制度を活用いたします。 

 

２．早期退職優遇制度の概要 

当社、ESS、TDSL及びその傘下の一部子会社に在籍する者のうち対象部門毎に定める年齢等

の条件を満たす者について早期退職優遇制度を適用する予定です。対象人数は約 1,060人（当

社約 200 人（傘下子会社の一部を含む）、ESS 約 800 人（傘下子会社の一部を含む）、TDSL 約

60人）としております。2019 年３月末までの退職を前提として、2018年度第３四半期より、

準備が整い次第、順次募集を開始し、早期退職の場合の優遇措置として通常の退職金に特別

退職金を加算して支給し、希望者に対し、再就職支援を行うこととしています。 

なお、このほか一部の当社子会社において合計約 300～400人の早期退職優遇制度の実施を

検討しております。 

 

３．ESS、TDSLの概要 

（１）名称 東芝エネルギーシステムズ

株式会社（ESS） 

東芝デジタルソリューション

ズ株式会社（TDSL） 

（２）所在地 神奈川県川崎市幸区堀川町 

72番地 34 

神奈川県川崎市幸区堀川町 

72番地 34 

（３）代表者 代表取締役社長 畠澤 守 取締役社長 錦織 弘信 

（４）事業内容 エネルギー事業関連の製

品・システムの開発・製

造・販売、サービス 

システムインテグレーショ

ン、及びＩｏＴ／ＡＩを活用

したＩＣＴソリューションの

開発・製造・販売 

（５）資本金 100億円 235億円 

 

４．今後の見通し 

 本早期退職優遇制度の実施に伴い発生する費用は全体で約 139 億円と見込んでおり、この

うち約 94 億円が 2018 年度中に発生する見込みです。当該見込額は、本日付「連結業績予想

の修正及び個別業績予想の前期実績値との差異に関するお知らせ」にて公表いたしました

2018年度当社連結業績見通しに織込み済です。なお、発生費用は、今後の応募状況等により

変動する可能性があります。 

 以 上 


